
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2025 年 10 月 1 日より、「育児・介護休業法」の改正（今年度 2 回目）が施行されます。今回の改正では、3 歳から小学校就学

前の子どもを育てる労働者に対して、企業が柔軟な働き方の選択肢を提示することが義務化される点が大きなポイントです。 

対象となるのは、現在、短時間勤務などの育児支援措置を利用していない社員。このような社員に対し、企業は以下の 5 つの

措置のうち、少なくとも 2つ以上を導入し、その中から労働者が 1つを選べる体制を整備する必要があります。 

[労務実務チェック] 子育ても・キャリアもあきらめさせない！自社らしい制度づくりとは？ 

2025年 3・4 月号 Vol.37 

これらは「義務化」される措置であるため、就業規則や育児介護休業規程の見直しが必要です。また、実際に導入する制度の

選定にあたっては、労使の話し合いを行う必要があります。 

話し合いの方法としては、全体会議で意見を聴く、アンケートを実施するなど、現場の声を集める工夫が有効です。 

本紙では、実際に活用いただけるよう、制度選定に関するアンケ

ートフォームのサンプルも掲載しています。自社での制度設計の際

に、ぜひご参考になさってください。さらに、今回の法改正により、企

業には新たな義務も加わります。社員の子が 3歳になる前に、制度

の内容を「個別に周知」し、利用意向の「個別確認」を行う必要があ

ります。これは、社員自身が将来の両立に備える機会を確保し、制

度利用を促すためのものです。働き方の選択肢が広がることは、社

員の離職防止やモチベーション向上につながります。一方で、制度

を導入する企業側にとっては、制度設計や運用面の負担、特に小

規模事業所では実務上の課題も出てくることが予想されます。だか

らこそ、制度の導入は「単なる法対応」にとどまらず、「自社に合った

働き方改革」の一環として前向きに取り組むことが重要です。どの

制度を選ぶか？それをどのように運用するか？企業の文化や業務

フロー、そして現場の声を踏まえながら検討を進めていきましょう。

当事務所でも、改正に向けた規程整備や制度設計のご相談を承っ

ております。どうぞお気軽にお声がけください。 



【実務に役立つ法改正セミナーを実施しました】  

先月、青森県中小企業団体中央会様よりご依頼を受

け、「改正育児・介護休業法」をテーマにセミナー登壇し

ました。県内から 86 社の企業担当者が参加され、実務

に活かせるチェックリストもご好評いただきました。制度

導入は“義務対応”で終わらせず、自社らしい働き方改

革のチャンスに！法改正に向けた点検・整備、当事務

所も全力でサポートしてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前提】高年齢者就業確保措置（就業確保措置）とは 

高年齢者雇用安定法により、70 歳までの就業機会

の確保を目的として、「定年制の廃止」や「定年の引上

げ」、「継続雇用制度の導入」という雇用による措置や、

「業務委託契約を締結する制度の導入」、「社会貢献事

業に従事できる制度の導入」という雇用以外の措置の

いずれかの措置（高年齢者就業確保措置）を講じるよ

うに努めることが企業に義務付けられています。 

【雇用動向チェック】 「70歳まで働く」 

を支える制度、今どうなってる？ 

おかみさわ事務所の活動 

“働く”に安心と喜びを届けるパートナーとしこれからもサポートいたします。 おかみさわ社会保険労務士事務所  

【トークセッション登壇！女性起業を支える社労士の視点】 

青森県からの委嘱を受け、女性起業支援プロジェクト「あ

おもりフルール」のプレミアムレッスンにて、創業支援の専門

家とともにトークセッションに登壇しました。 

女性起業希望者のリアルな声に触れる中で、支援機関同士

の連携の重要性を改めて実感。社労士として、起業後も安心

して働ける環境づくりに、これからも貢献してまいります。 

厚生労働省から、「令和６年 高年齢者雇用状況等報告」

の集計結果が公表されました。 

高年齢者雇用安定法では、65 歳までの雇用の確保を目

的として、高年齢者雇用確保措置を講じるよう企業に義務付

けているほか、70 歳までの就業機会の確保を目的として、

高年齢者就業確保措置を講じるように努めることを企業に

義務付けています。 

今回の調査で、31.9％の企業が「高年齢者就業確保措

置」を実施済みであったことが明らかに、話題になりました。

その内訳なども含め、最新の動向を確認しておきましょう。 

70 歳までの高年齢者就業確保措置の実施状況 

（令和６年高年齢者雇用状況等報告より） 

 

セミナー開催情報 【人と組織の可能性を引き出す特別講演】 

4月 16日（水）18：30-20：30、青森市リンクモア平安閣市民ホ

ールにて、JPSA 青森支部 10 周年記念講演会が開催されま

す。講師は、全国で経営者教育に携わる青木 仁志先生。 

私も青森支部の定例勉強会に月 1 回参加し、「目標達成は技

術」という考え方、そして、選択理論の関わりを実践中です。 

ご興味ある方は、ぜひこの機会にご参加ください！ 

詳細・お申込みは、QR コードから！ 目標や人との関わり方に、新たな視点が生まれる

時間になるはずです。お待ちしています。 

令和３年４月から努力義務として施行された「高年齢

者就業確保措置」について、実施済みの企業が着実に

増加しているようです。各企業において、人手不足に対

応するため、高年齢者の雇用は避けて通れない課題だ

といえます。高年齢者就業確保措置の実施を含め、高

年齢者の雇用に関する制度に関して質問等があれば、

気軽にお声掛けください。 

支部の笑顔あふれる仲間たちと    


